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居住用不動産の売主に課される印紙税及び追加譲渡税の改正 

弁護士 石原 和史 

1. 概要 

2025 年 7 月 3 日、シンガポール財務省（Ministry of Finance、以下「MOF」という。）は、居住用不動産に係
る売主印紙税（Sellerʼs Stamp Duty、以下「SSD」という。）の改正を発表した。また、法人を通じた居住用不動
産の間接的な売却に適用される売主追加譲渡税（Additional Conveyance Duties for Sellers、以下「ACDS」とい
う。）についても、SSD の変更に合わせて改正された。以下、これらの改正内容について概説する。 
 

2. 主な改正内容 

改正の主な内容は、以下のとおりである。 
 

(1) 売主印紙税（SSD）の改正 

 
SSD は、購入後一定期間内に居住用不動産を売却した場合にその売主に課される印紙税である。改正内容は以下

表のとおりであり、改正前は、保有期間が 3 年を超える場合 SSD は課されず、最大税率は 12%であったが、改正
後は、保有期間が 3 年を超え 4 年以内である場合にも SSD が課されるようになり、それぞれの期間における税率
も引き上げられた。改正後の SSD は、2025 年 7 月 4 日以降に購入された居住用不動産に適用される。 
 
保有期間 改正前（～2025 年 7 月 3 日） 改正後（2025 年 7 月 4 日～） 
1 年以内 12% 16% 
1 年超～2 年以内 8% 12% 
2 年超～3 年以内 4% 8% 
3 年超～4 年以内 0% 4% 
4 年超 0% 0%（変更なし） 

 
例えば、購入から 2 年半後に居住用不動産を売却することを想定する場合、①購入が 2025 年 7 月 3 日以前で

あれば、売却時の SSD は 4％であるが、②購入が 2025 年 7 月 4 日以降であれば、売却時の SSD は 8％というこ
とになる。このように、早期売却による SSD の負担が増すことになり、投資方針にも影響が生じうる。 
 

MOF の発表によれば、今回の改正は、未完成物件の転売を含む短期保有取引の増加に対応し、不動産の短期売
却を抑制することを趣旨としている 1。 

 
1 https://www.mof.gov.sg/news-publications/press-releases/extension-of-the-holding-period-of-seller-s-stamp-duty-

シンガポール 

https://www.mof.gov.sg/news-publications/press-releases/extension-of-the-holding-period-of-seller-s-stamp-duty-(ssd)-and-higher-ssd-rates-for-residential-properties
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(2) 売主追加譲渡税（ACDS）の改正 

 
ACDS は、居住用不動産を主たる資産とする法人（Property-Holding Entities、以下「PHEs」という。）の持分

を譲渡する際に売主に課せられる印紙税 2であり、居住用不動産を直接売却する場合と PHEs の持分を譲渡するこ
とで間接的に居住用不動産を売却する場合との差異を調整するものである。今回の改正により、SSD と同様に保有
期間が延長され、税率も引き上げられた。 
 
持分取得日 取得日からの保有期間 ACDS の税率 
2017 年 3 月 11 日～2025 年 7 月 3 日 3 年以内 12% 
2025 年 7 月 4 日以降 4 年以内 16% 

 

3. おわりに 

上記 SSD の改正（及びそれに関連する ACDS の改正）は、居住用不動産市場の短期売買が増加している現状を
踏まえ、市場の過熱を抑制するためのものである。居住用不動産や PHEs の保有期間や売却の際のリターンに影響
が及ぶものであるため、これらの取得に際し考慮が必要と思われる。 
 
  

 
(ssd)-and-higher-ssd-rates-for-residential-properties 
2 https://www.iras.gov.sg/taxes/stamp-duty/for-property-holding-entities-('phe')/selling-or-disposing-property-holding-
entities 

https://www.mof.gov.sg/news-publications/press-releases/extension-of-the-holding-period-of-seller-s-stamp-duty-(ssd)-and-higher-ssd-rates-for-residential-properties
https://www.iras.gov.sg/taxes/stamp-duty/for-property-holding-entities-('phe')/selling-or-disposing-property-holding-entities
https://www.iras.gov.sg/taxes/stamp-duty/for-property-holding-entities-('phe')/selling-or-disposing-property-holding-entities
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